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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 (1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

       ２．第33期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。  

３．第34期中間連結会計期間にかかる潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高（千円） 914,066 906,590 862,530 1,753,197 1,760,960 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
155,287 108,413 △40,084 257,007 96,006 

中間（当期）純利益又は中間

純損失（△）（千円） 
82,846 61,369 △35,475 143,084 49,697 

純資産額（千円） 930,145 1,038,478 983,259 990,074 1,028,886 

総資産額（千円） 3,304,026 3,104,703 3,309,507 3,133,036 3,117,773 

１株当たり純資産額（円） 9,539.95 10,651.07 10,079.48 10,154.61 10,535.35 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は中間純損失金額

（△）（円） 

876.08 629.43 △363.86 1,490.15 509.72 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
757.51 546.41 － 1,290.68 442.98 

自己資本比率（％） 28.2 33.4 29.7 31.6 33.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
255,626 95,869 159,396 465,320 221,391 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△273,967 △16,365 △316,843 △483,668 △203,806 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
105,085 △230,803 244,179 △134,356 △139,431 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
555,960 164,067 280,374 315,487 193,641 

従業員数（名） 68 75 83 73 88 



 (2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

       ２．第33期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。  

３．第34期中間会計期間にかかる潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高（千円） 917,165 909,582 850,510 1,758,561 1,764,379 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
149,815 106,242 △34,447 248,508 100,160 

中間（当期）純利益又は中間

純損失（△）（千円） 
78,780 59,584 △29,740 136,887 53,712 

資本金（千円） 178,375 178,375 178,375 178,375 178,375 

発行済株式総数（株） 97,500 97,500 97,500 97,500 97,500 

純資産額（千円） 898,986 1,003,403 959,449 956,784 998,160 

総資産額（千円） 3,268,071 3,067,596 3,267,067 3,096,134 3,079,342 

１株当たり純資産額（円） 9,220.38 10,291.32 9,838.04 9,813.17 10,235.09 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は中間純損失金額

（△）（円） 

833.09 611.13 △305.03 1,425.61 550.90 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
720.34 530.53 － 1,234.78 478.76 

１株当たり配当額（円） － － － 150 100 

自己資本比率（％） 27.5 32.7 29.4 30.9 32.4 

従業員数（名） 65 72 79 70 83 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、建設系リサイクル事業、食品系リサイクル事業、遊技機リサイ

クル事業、その他事業を営んでおり、当中間連結会計期間における事業内容の重要な変更はありません。 

 なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントの表示区分を変更しております。変更の内容について

は、「第５〔経理の状況〕１(１)中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりでありま

す。 

 また、当社は、平成18年12月12日開催の当社取締役会において、平成19年１月14日をもって株式会社フジコー

相模原を吸収合併することを決議しております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業における位置付けは次の通りであります。 

 なお、次の４事業は、「第５〔経理の状況〕１(１)中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に掲げ

る事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

  

事業の種類別セグメント 内容 会社名 

建設系リサイクル事業 

 首都圏近郊の廃棄物処理会社、ハウスメーカー、工務店等

からの委託を受け、木くず、紙くず、廃プラスチック類、が

れき類等の産業廃棄物を受入れ、当社が保有する施設におい

て、焼却、破砕、リサイクル処理を行っております。あわせ

て住宅、アパート等の新築工事施工時に発生する建設系廃棄

物を発生場所から処理施設まで運搬する収集運搬業務を行っ

ております。 

当社 

食品系リサイクル事業 

 食品工場、スーパー、デパート、ショッピングセンター、

ホテル等からの委託を受け、食品廃棄物のうち、リサイクル

が可能な食品循環資源である産業廃棄物及び一般廃棄物を原

料として受入れ、当社が保有する施設において、発酵分解に

よる堆肥化、メタン発酵による発電、乾燥による飼料化処理

を行っております。 

 再生堆肥の品質向上を目的として、農作物の栽培試験等を

㈲白井遊楽ファームにて行っております。 

当社 

㈲白井遊楽ファーム 

他１社 

遊技機リサイクル事業 

 遊技機の製造メーカー、パチンコホール等からの委託を受

け、遊技機（パチンコ台、スロット台等）及び関連機器、同

付属品を受入れ、当社の保有する施設において、分解・選別

（分別）、圧縮等により、構成部品をパーツ、マテリアル資

源として利活用可能な状態にリサイクル処理を行っておりま

す。 

 遊技機等のリサイクルに関する企画・営業、運送・保管管

理業、リサイクルパーツの企画販売等の営業活動を㈱フジコ

ーユーギにて行っております。 

当社 

㈱フジコーユーギ 

その他事業 

 ハウスメーカー、工務店等からの依頼により住宅、アパー

ト等の解体工事、白蟻予防工事の見積調査及び施工を主とし

て行っております。あわせて、リフォーム会社からの依頼に

より、既存住宅の白蟻防除工事、家屋害虫の駆除工事、住み

替え住宅の白蟻防除システムの施工等を行っております。 

 東京都下、神奈川方面における白蟻工事等の施工を㈱フジ

コー相模原にて行っております。 

当社 

㈱フジコー相模原 



３【関係会社の状況】 

   当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であります。 

  (3) 労働組合の状況 

    労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

建設系リサイクル事業  46 

食品系リサイクル事業  13 

遊技機リサイクル事業  7 

その他事業  9 

全社（共通）  8 

合計  83 

  平成18年12月31日現在

従業員数（名）  79 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間（自平成18年７月１日至平成18年12月31日）における当社グループを取り巻く事業環境は、

バイオマスを中心とした廃棄物の利活用促進が高まる中、各地において新規施設の営業が拡大されるとともに国に

おいてもバイオマスのエネルギー活用としてエタノール化等の施策が推進されております。中でも地球温暖化防止

活動の推進が世界的に高まり、テレビ、新聞等においても温暖化現象を取り上げる機会が増加しております。各種

産業の事業活動においても原単位当りの二酸化炭素排出量を削減することが求められております。 

 このような事業環境において当社グループは、「バイオマスニッポン総合戦略」に基づくバイオマス利活用の一

環として、農林水産省の「バイオマス変換施設整備事業」として交付金の認定を受けた「バイオマスガス化発電施

設」の建設工事を着工し、循環型経済社会の構築に向けた取り組みを行ってまいりました。また、食品リサイクル

事業においても経済産業省から「平成18年度新連携対策補助金」の交付を受け、設備の効率化と低コスト運営に向

けた、新技術の開発を製造メーカーとともに進めております。さらに新規事業として、「遊技機リサイクル事業」

への取り組みにおいて、茨城県に設置しましたリサイクル施設において廃棄物処分業の許可を取得し、事業の拡大

に注力してまいりました。今後も中長期的な事業規模の拡大を目指した取り組みを進めることにより、将来の事業

基盤の確立と企業収益の向上を目指しております。しかしながら工事部門の減少により、売上高は862百万円（前

年同期比4.9％減）となりました。バイオマスガス化発電施設の稼動に向けた人件費の増加及び遊技機リサイクル

事業の先行投資、再資源化センター前処理設備の改修費用の増加等に加え、バイオマスガス化発電施設の着工遅延

にともなうコミットメントライン延長費用の発生等により、経常損失は40百万円（前年同期は経常利益108百万

円）、中間純損失は35百万円（前年同期は中間純利益61百万円）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は以下の通りであります。 

事業別売上高  

① 建設系リサイクル事業 

 建設系リサイクル事業は、安定的な廃棄物処理の需要により、期首の計画に沿った受入数量で推移しており

ましたが、破砕設備の一部不具合により11月および12月に受入制限を行った結果、売上高が計画に対して下回

る結果となりました。不具合部分につきましては、製造メーカーと協議の上、部品の交換を行うとともに改善

を実施しましたが、当社施設はフル稼働の状態で営業を行っておりますので、受入制限を行った減少分をカバ

ーすることが出来ず、修繕費の増加とともに利益の減少という結果となりました。建設系リサイクル事業の売

上高は、577,708千円（前年同期比4.2％減）となり、熱分解施設の人件費、減価償却費の増加等により、営業

利益は145,960千円（前年同期比38.3％減）となりました。早期にバイオマスガス化発電施設の営業運転を開

始することにより受入能力の増加を図るとともに日常の維持管理体制を徹底することにより処理能力の確保に

努めてまいります。 

② 食品系リサイクル事業 

 食品系リサイクル事業は、飼料化施設の受入数量は概ね計画通り推移し、再生飼料の販売先も増加してお

り、能力向上に向けた改修を検討しております。一方、堆肥化・メタン発電施設は、メタン発電装置の発電機

部分に損傷が発生したため、昨年９月まで受入数量が計画を下回る結果となりました。また、食品リサイクル

事業全般の収益構造の改善に向け、昨年の11月に受入価格の改定を行った影響により、受入数量が減少してお

ります。新規取引先及び既存取引先の受入数量増加により売上高の確保を図っておりますが、中間期累計で前

年を下回る結果となりました。原価においては、機械設備の消耗により維持管理費用が増加したため営業損失

となりました。食品系リサイクル事業の売上高は124,559千円（前年同期比7.5％減）となり、修繕費用、消耗

品費の増加等により、営業損失は18,727千円（前年同期は営業損失11,142千円）となりました。人員配置を大

幅に見直し、コストの低減と業務の効率化を推進し、早期の黒字化に努めてまいります。 

事業の種類別セグメントの名称 売上高 構成比％ 前年同期比％ 

建設系リサイクル事業（千円） 577,708 67.0 95.8 

食品系リサイクル事業（千円） 124,559 14.4 92.5 

遊技機リサイクル事業（千円） 26,616 3.1 － 

その他事業（千円） 133,645 15.5 79.0 

合計（千円） 862,530 100.0 95.1 



③ 遊技機リサイクル事業 

 遊技機リサイクル事業は、新設しました茨城工場において産業廃棄物処分業の許可を平成18年11月10日付け

で取得し、子会社である㈱フジコーユーギが積極的な営業活動に努めております。東海、首都圏、東北地区の

各ホール、販売商社、メーカー等に当社グループ独自のサービス体制を説明し、認知度の向上を図るとともに

受注拡大を目指しております。東北地区において、輸送取次ぎを受注するとともに保管業務を開始するため倉

庫の確保および管理体制の構築に努め、早期の黒字化を目指しております。遊技機リサイクル事業の売上高は

26,616千円となり、原価は概ね計画通りでありましたが、配送業務の取扱い数量が少なく運送費用が増加した

ため、29,800千円の営業損失となりました。 

④ その他事業 

 白蟻予防工事は、主要取引先の仕様変更により11月から新築工事件数が減少しております。薬剤メーカーか

らの紹介による新規取引先の受注確保とともに既存工事件数の受注は前期比で増加しておりますが、主要取引

先の減少分を補うことが出来ず売上高は133,645千円（前年同期比21.0％減）となり、営業利益は21,329千円

（前年同期比12.7％減）となりました。 

当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期との比較に当たっては前中間連

結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金および現金同等物は、前中間連結会計期間に比べ116,306千円増加し、

280,374千円となりました。主な要因としましては、社債の発行による収入391,415千円、有形固定資産の取得よ

る支出340,188千円等によるものであります。 

 当中間連結会計期間における各活動のキャッシュ・フローの状況と主な要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、159,396千円（前年同期は95,869千円の獲得）となりました。主な要因は、

減価償却費の計上140,408千円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、316,843千円（前年同期は16,365千円の使用）となりました。主な要因は、

建設系リサイクル事業におけるバイオマスガス化発電施設建設工事等による有形固定資産の取得による支出

340,188千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果得られた資金は、244,179千円（前年同期は230,803千円の使用）となりました。主な要因は、

社債の発行による収入391,415千円、長期借入金の返済による支出111,862千円、割賦代金の支払による支出

61,266千円、ファイナンスリース債務返済による支出17,857千円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社および連結子会社の生産実績の内容は、販売実績と一致しているため、「(3）販売実績」を参照してくださ

い。 

(2）受注状況 

 当社および連結子会社は、受注と役務の提供がほぼ同時であるため、受注管理は行っておりません。 

(3）販売実績 

 販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。なお、セグメント間の取引はありません。 

２．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連

結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は次のとおりであります。 

４．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成18年12月12日開催の取締役会において、平成19年１月14日付けで連結子会社の株式会社フジコー相

模原と合併することを決定しております。 

１．合併の趣旨 

株式会社フジコー相模原は当社の連結子会社であり、東京都下、神奈川方面での白蟻工事等の施工を担当し

ております。今後、当社グループは、白蟻防除工事に対する経営資源を集約し、白蟻工事施工の一貫体制を構

築するとともに、経営資源の効率的な活用や顧客情報の迅速な反映が図れると判断し、今回の合併決議に至り

ました。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

建設系リサイクル事業（千円） 577,708 95.8 

食品系リサイクル事業（千円） 124,559 92.5 

遊技機リサイクル事業（千円） 26,616 － 

その他事業（千円） 133,645 79.0 

合計（千円） 862,530 95.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額 (千円) 割合（％） 金額 (千円) 割合（％） 

株式会社ＩＷＤ東亜千葉 109,704 12.1 111,126 12.9 



２．合併の概要 

①合併の日程 

 合併契約書承認取締役会    

  平成18年12月12日 

 合併契約書締結        

  平成18年12月12日 

 合併期日（効力発生日）    

  平成19年１月14日 

 合併登記           

  平成19年１月14日 

②合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社フジコー相模原は解散いたします。 

③合併比率及び合併交付金 

 当社の全額出資子会社との合併であるため、本合併に際して新株の発行及び合併交付金の支払いはありませ 

 ん。 

３．被合併会社の概要 

（平成18年９月30日現在） 

①商号 

 株式会社フジコー相模原    

②事業内容 

 白蟻を中心とした家屋害虫防除の工事施工 

③設立年月日 

 昭和52年８月19日 

④本店所在地 

 神奈川県津久井郡城山町町屋２丁目４番12号 

⑤代表者 

 代表取締役社長 桑原 重善 

⑥資本金      10百万円 

⑦発行済株式数    2,000株 

⑧純資産      52百万円 

⑨総資産      59百万円 

⑩決算期      ６月30日 

５【研究開発活動】 

 食品系リサイクル事業におきましては、将来の主要事業への成長を目指すとともに、食品リサイクル市場の拡大

の中でリサイクル方法の多様化を目指し、食品循環資源のエタノール化等エネルギー活用を目的とした新技術の応

用にも取り組む必要があると認識しております。 

 当中間連結会計期間の研究開発費の総額は776千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

は次の通りであります。 

建設系リサイクル事業における当社のバイオマスガス化発電施設を新設する計画については、平成18年９月に

農林水産省、千葉県白井市より「バイオマスの環づくり交付金（バイオマスの変換施設整備事業）」による895百

万円の交付決定を受けたため、資金調達方法を借入金及び交付金並びに自己資金に変更いたしました。 

なお、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

    ２．「提出日現在発行数」欄には、平成19年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商

法に基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は

含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 240,000 

計 240,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成18年12月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 97,500 97,500 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
（注）

計 97,500 97,500 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の状況 

（平成12年６月５日 臨時株主総会 特別決議） 

 （注）１．時価を下回る価額で新株式を発行（新株引受権等の権利行使による場合を除く）する時には、次の算式によ

り発行価額を調整し調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、株式の分割又は併合を伴う場合、発行価額は当該分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

２．主な新株引受権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 対象者が死亡した場合は、死亡後２年内に限りその相続人が新株引受権を行使することができる。 

② 対象者が退職した場合は、当該新株引受権は消滅するものとする。 

③ 新株引受権の譲渡、またはこれに担保権を設定することは認められないものとする。 

④ その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結する新株引受権付与契約書に定めるところによ

る。 

② 新株引受権付社債の状況 

第１回新株引受権付社債（平成12年６月20日発行） 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,000 4,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,000 2,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年８月１日 

至 平成22年５月31日 

自 平成14年８月１日 

至 平成22年５月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    2,000 

資本組入額   1,000 

発行価格    2,000 

資本組入額   1,000 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株引受権の残高（千円） 24,000 24,000 

新株引受権の権利行使により発行する株式の発行価格

（円） 
2,000 2,000 

資本組入額（円） 1,000 1,000 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年７月１日～
平成18年12月31日 

－ 97,500 － 178,375 － 299,235 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

桑原 光雄 東京都台東区 14,500 14.9 

小林 直人 東京都台東区 5,500 5.6 

上竹 智久 東京都台東区 5,500 5.6 

小林 美子 千葉県白井市 5,000 5.1 

上竹 智子 千葉県白井市 5,000 5.1 

桑原 浩文 東京都台東区 5,000 5.1 

桑原 隆命 東京都八王子市 5,000 5.1 

桑原 重善 東京都台東区 4,500 4.6 

株式会社ザイエンス 東京都千代田区丸の内2-3-2 4,000 4.1 

常磐建設株式会社 茨城県龍ヶ崎市下町2957 3,000 3.0 

計 － 57,000 58.5 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  97,460 9,746 （注） 

単元未満株式 普通株式       40  － （注） 

発行済株式総数 97,500 － － 

総株主の議決権 － 9,746 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 18,500 16,300 15,000 14,500 13,900 14,500 

最低（円） 15,000 14,100 13,800 12,600 10,000 10,500 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２   233,934 321,945   259,273 

２．受取手形及び売掛
金 

    239,783 222,343   237,309 

３．たな卸資産     1,076 693   1,556 

４．その他     78,752 49,345   71,945 

貸倒引当金     △102 △126   △99 

流動資産合計     553,444 17.8 594,201 18.0   569,984 18.3

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物 ※2,3 951,732   1,048,273 1,007,753   

(2）機械装置及び運
搬具 

※2,3 912,982   1,007,231 1,058,670   

(3）土地 ※２ 182,535   301,941 183,887   

(4) 建設仮勘定   329,341   211,184 130,776   

(5) その他   10,291 2,386,885 15,860 2,584,490 16,541 2,397,631 

２．無形固定資産     5,177 5,436   6,060 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   11,545   14,477 12,606   

(2）長期前払費用   129,585   93,852 111,380   

(3）その他   18,065 159,197 17,049 125,378 20,110 144,097 

固定資産合計     2,551,259 82.2 2,715,305 82.0   2,547,789 81.7

資産合計     3,104,703 100.0 3,309,507 100.0   3,117,773 100.0

            

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    73,181 92,064   94,865 

２．短期借入金     － 100,000   10,000 

３．一年以内返済予定
長期借入金 

※２   244,199 192,458   206,422 

４. 一年以内償還社債     15,000 165,000   85,000 

５．未払金 ※２   298,243 353,769   236,041 

６．未払法人税等     50,992 2,362   － 

７．その他     47,427 44,389   51,696 

流動負債合計     729,044 23.5 950,043 28.7   684,025 21.9

Ⅱ 固定負債           

１．社債     112,500 512,500   235,000 

２．長期借入金 ※２   480,866 425,852   513,750 

３．長期未払金 ※２   665,631 404,018   586,968 

４．役員退職慰労引当
金 

    31,934 －   35,675 

５．その他     46,247 33,833   33,467 

固定負債合計     1,337,180 43.1 1,376,204 41.6   1,404,862 45.1

負債合計     2,066,225 66.6 2,326,247 70.3   2,088,887 67.0

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     178,375 5.7 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金     299,235 9.6 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金     558,755 18.0 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    2,113 0.1 － －   － －

資本合計     1,038,478 33.4 － －   － －

負債及び資本合計     3,104,703 100.0 － －   － －

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   178,375 5.4   178,375 5.7 

２．資本剰余金     － －   299,235 9.0   299,235 9.6 

３．利益剰余金     － －   501,858 15.2   547,083 17.6 

株主資本合計     － －   979,468 29.6   1,024,693 32.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券評価
差額金 

    － －   3,281 0.1   2,503 0.1 

評価・換算差額等合
計 

    － －   3,281 0.1   2,503 0.1 

Ⅲ 新株予約権     － －   240 0.0   240 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     － －   270 0.0   1,449 0.0 

純資産合計     － －   983,259 29.7   1,028,886 33.0 

負債純資産合計     － －   3,309,507 100.0   3,117,773 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     906,590 100.0 862,530 100.0   1,760,960 100.0

Ⅱ 売上原価     646,975 71.4 721,548 83.7   1,324,621 75.2

売上総利益     259,615 28.6 140,981 16.3   436,339 24.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   119,851 13.2 129,064 14.9   274,463 15.6

営業利益     139,763 15.4 11,917 1.4   161,875 9.2

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   90   3 160   

２．受取配当金   70   74 159   

３．雇用等助成金収入   －   463 385   

４. 金利スワップ評価
益 

  4,493   203 9,277   

５．連結調整勘定償却
額 

  623   － 1,246   

６．還付加算金   －   629 －   

７．その他   332 5,609 0.6 689 2,064 0.2 946 12,176 0.7

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   29,123   32,469 61,061   

２．社債発行費   －   8,584 2,800   

３．支払手数料   7,837   10,068 13,991   

４．貸倒引当金繰入   －   2,494 －   

５．その他   0 36,960 4.0 450 54,066 6.2 192 78,045 4.4

経常利益又は経常
損失（△） 

    108,413 12.0 △40,084 △4.6   96,006 5.5

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ －   190 2,781   

２．役員退職慰労引当
金戻入益 

  4,860   8,683 4,860   

３．その他   － 4,860 0.5 － 8,873 1.0 23,046 30,687 1.7

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※３ 172   － 340   

２．固定資産除却損 ※４ －   4,481 29,608   

３．土地寄付額   2,300   － 2,300   

４．その他 ※５ 187 2,659 0.3 － 4,481 0.5 7,613 39,862 2.3

税金等調整前中間
（当期）純利益又
は純損失（△） 

    110,613 12.2 △35,692 △4.1   86,831 4.9

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

法人税、住民税及
び事業税 

※６ 49,074   1,913 36,388   

法人税等調整額 ※６ 169 49,243 5.4 △951 962 0.1 1,795 38,183 2.2

少数株主損失     － － 1,179 0.1   1,050 0.1

中間（当期）純利
益又は純損失
（△） 

    61,369 6.8 △35,475 △4.1   49,697 2.8

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     299,235 

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高     299,235 

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     512,011 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

中間純利益   61,369 61,369 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

配当金   14,625 14,625 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高     558,755 

     

 
株主資本 

評価・換算差
額等  

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 

資本金 資本剰余金  利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成18年６月30日残高

（千円） 
178,375 299,235 547,083 1,024,693 2,503 240 1,449 1,028,886 

中間連結会計期間中の

変動額 
        

剰余金の配当     △9,750 △9,750       △9,750 

中間純損失     △35,475 △35,475       △35,475 

株主資本以外の項目

の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 

      － 778 － △1,179 △400 

中間連結会計期間中の

変動額合計（千円） 
－ － △45,225 △45,225 778 － △1,179 △45,626 

平成18年12月31日残高

（千円） 
178,375 299,235 501,858 979,468 3,281 240 270 983,259 

         



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 
株主資本 

評価・換算差
額等  

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 

資本金 資本剰余金  利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成17年６月30日残高

（千円） 
178,375 299,235 512,011 989,621 453 240 － 990,314 

連結会計年度中の変動

額 
        

剰余金の配当     △14,625 △14,625       △14,625 

当期純利益     49,697 49,697       49,697 

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変動額（純額） 

      － 2,049 － 1,449 3,499 

連結会計年度中の変動

額合計（千円） 
－ － 35,072 35,072 2,049 － 1,449 38,571 

平成18年６月30日残高

（千円） 
178,375 299,235 547,083 1,024,693 2,503 240 1,449 1,028,886 

         



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税金等調整前中間（当期）純
利益（△純損失） 

  110,613 △35,692 86,831 

減価償却費   120,523 140,408 260,764 

連結調整勘定償却額   △623 － △1,246 

貸倒引当金の増加額   11 26 9 

役員退職慰労引当金の増減額
（△減少額） 

  △2,385 △8,683 1,355 

受取利息及び受取配当金   △160 △78 △320 

支払利息   29,123 32,469 61,061 

有形固定資産売却損益（△売
却益） 

  172 △190 △1,183 

有形固定資産除却損   － 4,481 23,091 

土地寄付額   2,300 － 2,300 

売上債権の増減額（△増加
額） 

  △25,147 14,966 △22,674 

たな卸資産の増減額（△増加
額） 

  △68 862 △547 

仕入債務の増減額（△減少
額） 

  13,087 △2,801 33,287 

未払金の増減額（△減少額）   △24,843 142,228 △38,155 

未払消費税等の増減額（△減
少額） 

  △18,659 2,946 △14,626 

その他   △4,144 △119,157 5,189 

小計   199,799 171,786 395,136 

利息及び配当金の受取額   99 104 296 

利息の支払額   △28,706 △31,082 △59,708 

受取補償金   － － 16,966 

法人税等の還付額   － 21,995 － 

法人税等の支払額   △75,322 △3,407 △131,299 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  95,869 159,396 221,391 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

定期預金等の預入による支出   △22,009 △15,000 △43,018 

定期預金の払戻による収入   144,036 39,060 169,321 

有形固定資産の取得による支
出 

  △240,585 △340,188 △430,732 

無形固定資産の取得による支
出 

  △3,800 △315 △4,936 

有形固定資産の売却による収
入 

  28 190 2,089 

有形固定資産のリース化によ
る回収 

  109,000 － 109,000 

投資有価証券の取得による支
出 

  △370 △374 △742 

関係会社出資金の払込による
支出 

  － △200 － 

貸付による支出   △3,000 △280 △5,300 

貸付の回収による収入   － 314 278 

その他   335 △50 235 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △16,365 △316,843 △203,806 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入の純増減額   － 90,000 10,000 

長期借入れによる収入   － 10,000 150,000 

長期借入金の返済による支出   △134,751 △111,862 △289,644 

社債の発行による収入   － 391,415 197,200 

社債の償還による支出   △7,500 △42,500 △15,000 

割賦代金の支払による支出   △63,120 △61,266 △151,896 

ファイナンスリース債務の返
済による支出 

  △7,807 △17,857 △23,965 

特定融資枠設定にともなう支
出 

  △3,000 △4,000 △4,000 

配当による支出   △14,625 △9,750 △14,625 

その他   － － 2,500 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △230,803 244,179 △139,431 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  △119 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（△減少額） 

  △151,419 86,732 △121,845 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   315,487 193,641 315,487 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 164,067 280,374 193,641 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 

㈱フジコー相模原 

(1）連結子会社の数  ２社 

連結子会社の名称 

㈱フジコー相模原 

㈱フジコーユーギ 

(1）連結子会社の数  ２社 

連結子会社の名称 

㈱フジコー相模原 

㈱フジコーユーギ 

上記のうち、㈱フジコーユー

ギについては、当連結会計年

度において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めており

ます。 

  (2）非連結子会社の数  １社 

非連結子会社の名称 

㈲白井遊楽ファーム 

(2）非連結子会社の数  ２社 

非連結子会社の名称 

㈲白井遊楽ファーム 

他１社 

(2）非連結子会社の数  １社 

非連結子会社の名称 

㈲白井遊楽ファーム    

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

    同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

該当事項はありません。 

(1）持分法適用の関連会社数 

    同左 

(1）持分法適用の関連会社数 

    同左 

  (2）持分法を適用していない非連

結子会社 

非連結子会社 

 ㈲白井遊楽ファーム 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社 

非連結子会社 

 ㈲白井遊楽ファーム 

 他１社 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社 

非連結子会社 

 ㈲白井遊楽ファーム 

  （持分法の適用範囲から除いた

理由） 

 持分法非適用会社（非連結

子会社㈲白井遊楽ファーム）

は、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分

法の適用範囲から除いており

ます。 

 また、㈲天惠農舎は、当中

間連結会計期間において資本

関係を解消したため関連会社

には該当いたしません。 

（持分法の適用範囲から除いた

理由） 

 持分法非適用会社（非連結

子会社㈲白井遊楽ファーム他

１社）は、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外し

ております。 

（持分法の適用範囲から除いた理

由） 

 持分法非適用会社（非連結

子会社㈲白井遊楽ファーム）

は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分

法の適用範囲から除いており

ます。  

 また、㈲天惠農舎は、当連

結会計年度において資本関

係を解消したため関連会社

には該当いたしません。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

      同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

  同左 

時価のないもの 

  同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

    同左 

② デリバティブ 

    同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  ③ たな卸資産 

(イ）原材料 

総平均法に基づく原価法 

③ たな卸資産 

(イ）原材料 

   同左 

③ たな卸資産 

(イ）原材料 

   同左 

  (ロ）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

(ロ）貯蔵品 

   同左 

(ロ）貯蔵品 

   同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）は定額法によってお

ります。 

なお主な耐用年数は次のとお

りであります。 

① 有形固定資産 

    同左 

① 有形固定資産 

    同左 

  建物及び構築物 15～38年

機械装置及び運

搬具 
４～15年

    

  ② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）による

定額法によっております。 

② 無形固定資産 

    同左 

  

② 無形固定資産 

    同左 

  

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

① 貸倒引当金 

    同左 

① 貸倒引当金 

    同左 

  ② 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

②    ────── 

 

  

  

  

（追加情報） 

役員退職慰労引当金につい

ては、役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づ

く要支給額が残高となるよう

に計上しておりましたが、平

成18年９月22日開催の定時株

主総会終結の時をもって役員

退職慰労金制度を廃止し、同

株主総会において役員退職慰

労金の打ち切り支給が承認さ

れました。打ち切り支給に関

する支払時期は各役員の退任

時であるため、役員退職慰労

引当金残高26,992千円を全額

取崩し、固定負債の「長期未

払金」に計上しております。 

② 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(4）重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

      同左       同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例

処理の条件を充たしている場

合には特例処理を採用してお

ります。 

① ヘッジ会計の方法 

    同左 

① ヘッジ会計の方法 

    同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

  ③ ヘッジ方針 

金利変動リスクの回避及び金

融収支改善のため、ヘッジ取

引を行っております。 

③ ヘッジ方針 

    同左 

③ ヘッジ方針 

    同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を満たしてい

る場合は、有効性の評価を省

略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

(6）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための基本となる重要な

事項 

① 消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

① 消費税等の処理方法 

    同左 

① 消費税等の処理方法 

    同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

      同左       同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

 ─――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これは、同会

計基準及び同適用指針が当連結会計年度よ

り適用されることによるものであります。 

これにより税金等調整前当期純利益は

2,185千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）に基づ

いて連結貸借対照表を作成しております。

これは、同会計基準及び同適用指針が当連

結会計年度より適用されることによるもの

であります。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,027,196千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結貸借対照表の

純資産の部については、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

─――――― （中間連結貸借対照表）  

前中間連結会計期間末において、旧有限会社法に規定す

る有限会社に対する当社持分は、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、会社法及び

会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第２

条第２項により、その持分が有価証券（株式）とみなさ

れることとなったため、当中間連結会計期間末より投資

その他の資産の「投資有価証券」に含めて表示しており

ます。なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」

に含めた有限会社に対する持分は35千円であり、前中間

連結会計期間末の投資その他の資産「その他」に含まれ

る有限会社に対する持分は350千円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

980,578千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,069,854千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

934,707千円 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

現金及び預金 55,050千円

建物及び構築物 598,269 

機械装置及び運搬具 96,612 

土地  70,497 

計 820,429 

建物及び構築物    668,270千円

機械装置及び運搬具  75,649 

土地  93,541 

計 837,461 

現金及び預金    30,057千円

建物及び構築物 633,623 

機械装置及び運搬具 84,695 

土地 108,029 

計 856,406 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

一年以内返済予定長期

借入金 
124,796千円

未払金 21,042 

長期借入金 433,468 

長期未払金 17,535 

計 596,841 

一年以内返済予定長期

借入金 
138,800千円

未払金 17,535 

長期借入金 400,820 

計 557,155 

一年以内返済予定長期

借入金 
154,796千円

未払金 21,042 

長期借入金 483,570 

長期未払金 7,014 

計 666,422 

※３ 国庫補助金等に係る圧縮記帳額を各資 

産の取得価額から控除しております。 

※３ 国庫補助金等に係る圧縮記帳額を各資

産の取得価額から控除しております。 

※３ 国庫補助金等に係る圧縮記帳額を各資

産の取得価額から控除しております。 

建物及び構築物 39,440千円

機械装置及び運搬具 28,560 

計 68,000 

建物及び構築物 39,440千円

機械装置及び運搬具 28,560 

計 68,000 

建物及び構築物 39,440千円

機械装置及び運搬具 28,560 

計 68,000 

 ４ 取引銀行との特定融資枠契約 

 当社は、設備資金の迅速かつ効率

的な調達を行うため、取引銀行と特

定融資枠契約（シンジケーション方

式によるコミットメントライン）を

締結しております。この契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

特定融資枠契約の総額 1,000,000千円

借入実行残高 － 

差引額 1,000,000 

 ４ 取引銀行との特定融資枠契約 

同左 

  

  

  

  

  

  

特定融資枠契約の総額 1,000,000千円

借入実行残高  100,000 

差引額 900,000 

 ４ 取引銀行との特定融資枠契約 

 当社は、設備資金の迅速かつ効率

的な調達を行うため、取引銀行と特

定融資枠契約（シンジケーション方

式によるコミットメントライン）を

締結しております。この契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

特定融資枠契約の総額 1,000,000千円

借入実行残高 － 

差引額 1,000,000 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員退職慰労引当金繰

入額 
4,139千円

役員報酬 23,295 

給与手当 19,576 

支払手数料  16,510 

貸倒引当金繰入額 26千円

役員報酬 23,290 

給与手当 25,501 

支払手数料 15,836 

役員退職慰労引当金繰

入額 
7,880千円

貸倒引当金繰入額 9 

役員報酬 46,295 

給与手当 44,388 

支払手数料 29,518 

※２      ─――――― ※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

 機械装置及び運搬具 190千円 機械装置及び運搬具 2,781千円

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※３      ─――――― ※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

機械装置及び運搬具 172千円  機械装置及び運搬具 340千円

※４      ─――――― ※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

 機械装置及び運搬具 4,481千円 建物及び構築物 3,977千円

機械装置及び運搬具  9,577 

土地寄付額  2,300 

資産処分費用他 13,752 

計 29,608 

※５      ─――――― ※５      ─――――― ※５ 事業用資産については、管理会計上の

区分を基礎としてグルーピングを行って

おります。遊休資産については、個別の

資産単位毎に把握しております。 

その結果、遊休資産については、正味

売却価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（2,185千円）として特別損失に計

上しました。 

減損損失の内訳は、次のとおりであり

ます。 

機械装置及び運搬具   2,185千円 

なお、正味売却価額については、第三

者による買取見積価額を基に算定してお

ります。 

※６ 当中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当事業年度におい

て予定している利益処分による特別償却

準備金の取崩しを前提として、当中間連

結会計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

※６      ─――――― ※６      ─――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。  

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 97 － － 97 

合計 97 － － 97 

自己株式     

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 240 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － 240 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月22日 

定時株主総会 
普通株式 9,750 100 平成18年６月30日 平成18年９月25日 



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 97 － － 97 

合計 97 － － 97 

自己株式     

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 240 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － 240 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月27日 

定時株主総会 
普通株式 14,625 150  平成17年６月30日 平成17年９月28日 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資  

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月22日 

定時株主総会 
普通株式 9,750 利益剰余金 100  平成18年６月30日  平成18年９月25日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） （平成18年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 233,934千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金等 
△69,866 

現金及び現金同等物 164,067 

現金及び預金勘定 321,945千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金等 
△41,571 

現金及び現金同等物 280,374 

現金及び預金勘定 259,273千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△65,631 

現金及び現金同等物 193,641 

      

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額、減損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

147,498 68,402 79,095 

有形固定資産
その他 

11,586 10,098 1,487 

合計 159,084 78,500 80,583 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

149,814 88,134 61,679

有形固定資産
その他 

10,578 10,422 156

合計 160,392 98,556 61,835

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

148,110 78,938 69,172

有形固定資産
その他 

11,586 11,156 429

合計 159,696 90,094 69,601

（注） 取得価額相当額は未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 （注） 取得価額相当額は未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しており

ます。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 25,439千円

１年超 55,143千円

合計 80,583千円

１年内 23,976千円

１年超 37,859千円

合計 61,835千円

１年内 24,436千円

１年超 45,165千円

合計 69,601千円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。  

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 13,591千円

減価償却費相当額 13,591千円

支払リース料 12,800千円

減価償却費相当額 12,800千円

支払リース料 27,431千円

減価償却費相当額 27,431千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度末（平成18年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

その他有価証券       

株式 8,023 11,545 3,522 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

その他有価証券       

株式 8,773 14,242 5,468 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券       

株式 8,399 12,571 4,171 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度末（平成18年６月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 250,000 △10,023 △10,023 

合計 250,000 △10,023 △10,023 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 250,000 △5,035 △5,035 

合計 250,000 △5,035 △5,035 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 250,000 △5,238 △5,238 

合計 250,000 △5,238 △5,238 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は110,041千円であり、主な内容は当

社の管理部門に係る費用であります。 

  
建設系リサ
イクル事業 
（千円） 

食品系リサ
イクル事業 
（千円） 

環境事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 711,045 134,552 60,992 906,590 － 906,590 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 711,045 134,552 60,992 906,590 － 906,590 

営業費用 460,077 145,695 51,011 656,785 110,041 766,827 

営業利益又は営業損失（△） 250,967 △11,142 9,980 249,805 (110,041) 139,763 

 主要な事業内容 

建設系リサイクル事業 産業廃棄物の焼却・破砕・再生処理、住宅の解体工事 

食品系リサイクル事業 食品循環資源の堆肥・飼料化 

環境事業 白蟻の予防・駆除工事 



当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は106,844千円であり、主な内容は当

社の管理部門に係る費用であります。 

  
建設系リサ
イクル事業 
（千円） 

食品系リサ
イクル事業
（千円） 

遊技機リサ
イクル事業
（千円） 

その他事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
577,708 124,559 26,616 133,645 862,530 － 862,530 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 577,708 124,559 26,616 133,645 862,530 － 862,530 

営業費用 431,748 143,286 56,416 112,316 743,768 106,844 850,612 

営業利益又は営業損失（△） 145,960 △18,727 △29,800 21,329 118,762 (106,844) 11,917 

 主要な事業内容 

建設系リサイクル事業 産業廃棄物の焼却・破砕・再生処理 

食品系リサイクル事業 食品循環資源の堆肥・飼料化・乾式メタン発電 

遊技機リサイクル事業 
廃遊技機、廃事務什器、廃家電（家電リサイクル法に該当

しないもの）のリサイクル 

その他事業 白蟻の予防・駆除工事、住宅の解体工事 



４．事業区分の変更 

 前連結会計年度まで、事業区分を「建設系リサイクル事業」、「食品系リサイクル事業」、「環境事業」

の３セグメントとしておりましたが、当中間連結会計期間より「建設系リサイクル事業」「食品系リサイク

ル事業」「遊技機リサイクル事業」「その他事業」の４セグメントに事業区分を変更することといたしまし

た。   

 この変更は、住宅の解体工事（建設系リサイクル事業）および白蟻防除工事（環境事業）の金額的な重要

性の低下とコア事業である廃棄物リサイクル事業を中心とした経営実態をより明瞭に開示するため、建設系

リサイクル事業から遊技機リサイクル事業を区分表示し、工事部門を「その他事業」に統合いたしました。

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当中間連結会計期間の事業区分によった場合の

事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  
建設系リサ
イクル事業 
（千円） 

食品系リサ
イクル事業
（千円） 

遊技機リサ
イクル事業
（千円） 

その他事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
603,028 134,552 － 169,009 906,590 － 906,590 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 603,028 134,552 － 169,009 906,590 － 906,590 

営業費用 366,498 145,695 － 144,590 656,785 110,041 766,827 

営業利益又は営業損失（△） 236,529 △11,142 － 24,419 249,805 (110,041) 139,763 

  
建設系リサ
イクル事業 
（千円） 

食品系リサ
イクル事業
（千円） 

遊技機リサ
イクル事業
（千円） 

その他事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
1,178,469 261,676 8,482 312,331 1,760,960 － 1,760,960 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 1,178,469 261,676 8,482 312,331 1,760,960 － 1,760,960 

営業費用 778,224 302,442 35,416 264,357 1,380,441 218,643 1,599,085 

営業利益又は営業損失（△） 400,245 △40,765 △26,933 47,973 380,519 (218,643) 161,875 



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は218,643千円であり、主な内容は当

社の管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）、当中間連結会計期間（自 平

成18年７月１日 至 平成18年12月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６

月30日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はあ

りません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

７月１日 至 平成18年12月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）にお

いて、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
建設系リサ
イクル事業 
（千円） 

食品系リサ
イクル事業 
（千円） 

環境事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,379,356 261,676 119,927 1,760,960 － 1,760,960 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 1,379,356 261,676 119,927 1,760,960 － 1,760,960 

営業費用 977,060 302,442 100,938 1,380,441 218,643 1,599,085 

営業利益又は営業損失（△） 402,295 △40,765 18,989 380,519 (218,643) 161,875 

 主要な事業内容 

建設系リサイクル事業 
産業廃棄物の焼却・破砕・再生処理、住宅の解体工事、廃

遊技機の分解・選別（分別） 

食品系リサイクル事業 食品循環資源の堆肥・飼料化・乾式メタン発電 

環境事業 白蟻の予防・駆除工事 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 10,651円07銭

１株当たり中間純利益

金額 
629円43銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
546円41銭

１株当たり純資産額 10,079円48銭

１株当たり中間純損失

金額 
363円86銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 10,535円35銭

１株当たり当期純利益

金額 
509円72銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
442円98銭

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

純損失金額 
      

中間（当期）純利益又は純損失（△）

（千円） 
61,369 △35,475 49,697 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は純損失（△）（千円） 
61,369 △35,475 49,697 

期中平均株式数（千株） 97 97 97 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 14 － 14 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

─――― 新株引受権１種類（新

株予約権の目的となる

株式の数 普通株式

4,000株）並びに第１

回新株引受権付社債

（新株引受権の残高

24,000千円）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

─――― 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

     該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

新規事業に係る重要な事象 

当社グループは、平成18年２月10日

開催の取締役会決議に基づき、下記

の通り新規事業を開始いたします。 

これに関連し、新たに営業活動を行

うことを目的とした当社70％出資の

子会社を設立する予定です。 

（１）新規事業の概要 

事業の内容 

遊技機（パチンコ台、スロッ

ト台等）リサイクルに関する

企画・営業、運送・保管管理

業、リサイクルパーツの企画

販売 

設備投資額 

160百万円 

事業開始時期 

平成18年３月上旬 

（２）子会社の内容 

商号 

株式会社フジコーユーギ 

 本店所在地 

  東京都台東区 

 資本の額 

  2,000万円  

 発行株式総数 

  2,000株 

 設立時発行株式総数 

400株 

１株当たり発行価額 

5万円 

  設立年月日 

平成18年３月下旬 

─――――― ─――――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 228,769   304,130 241,230   

２．受取手形   8,400   8,839 7,323   

３．売掛金   230,115   205,825 228,297   

４．たな卸資産   685   404 1,245   

５．その他   78,617   48,702 72,344   

貸倒引当金   △95   △85 △94   

流動資産合計     546,493 17.8 567,817 17.4   550,347 17.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※2,3 797,722   892,106 845,822   

(2）構築物 ※２ 152,880   153,948 159,553   

(3）機械装置 ※2,3 899,320   990,101 1,040,269   

(4) 土地 ※２ －   268,896 150,843   

(5) 建設仮勘定   329,341   211,184 130,776   

(6）その他 ※２ 171,172   27,608 28,171   

計   2,350,437   2,543,846 2,355,437   

２．無形固定資産   5,078   5,273 5,897   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   11,545   14,242 12,571   

(2）関係会社株式   14,800   32,535 32,335   

(3）長期前払費用   129,585   93,852 111,380   

(4）その他   9,654   9,500 11,372   

計   165,586   150,130 167,660   

固定資産合計     2,521,103 82.2 2,699,249 82.6   2,528,995 82.1

資産合計     3,067,596 100.0 3,267,067 100.0   3,079,342 100.0

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 

（平成18年12月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   77,128   87,602 95,038   

２．短期借入金   －   100,000 10,000   

３．一年以内返済予定
長期借入金 

※２ 243,369   188,844 206,422   

４．一年以内償還社債   －   165,000 85,000   

５．未払金 ※２ 296,024   352,158 229,941   

６．未払法人税等   50,423   1,152 －   

７．その他 ※４ 60,190   41,986 49,417   

流動負債合計     727,135 23.7 936,743 28.7   675,819 22.0

Ⅱ 固定負債           

１. 社債   112,500   512,500 235,000   

２．長期借入金 ※２ 480,866   420,022 513,750   

３．長期未払金 ※２ 665,631   404,018 586,968   

４．役員退職慰労引当
金 

  31,934   － 35,675   

５．その他   46,124   34,333 33,967   

固定負債合計     1,337,057 43.6 1,370,874 41.9   1,405,362 45.6

負債合計     2,064,192 67.3 2,307,618 70.6   2,081,181 67.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     178,375 5.8 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   299,235   － －   

資本剰余金合計     299,235 9.8 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金           

別途積立金   81,550   － －   

２．特別償却準備金   62,103   － －   

３．中間（当期）未処
分利益 

  380,026   － －   

利益剰余金合計     523,680 17.1 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    2,113 0.0 － －   － －

資本合計     1,003,403 32.7 － －   － －

負債資本合計     3,067,596 100.0 － －   － －

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   178,375 5.5   178,375 5.8 

２．資本剰余金                     

 資本準備金   －     299,235     299,235     

資本剰余金合計     － －   299,235 9.2   299,235 9.7 

３．利益剰余金                     

 その他利益剰余金                     

特別償却準備金   －     45,154     50,804     

別途積立金   －     81,550     81,550     

繰越利益剰余金   －     351,612     385,453     

利益剰余金合計     － －   478,317 14.6   517,807 16.8 

株主資本合計     － －   955,927 29.3   995,417 32.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   3,281 0.1   2,503 0.1 

評価・換算差額等合
計 

    － －   3,281 0.1   2,503 0.1 

Ⅲ 新株予約権     － －   240 0.0   240 0.0 

純資産合計     － －   959,449 29.4   998,160 32.4 

負債純資産合計     － －   3,267,067 100.0   3,079,342 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    

前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高     909,582 100.0  850,510 100.0   1,764,379 100.0 

Ⅱ 売上原価     660,879 72.7  725,396 85.3   1,350,833 76.5 

売上総利益     248,702 27.3  125,114 14.7   413,546 23.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 
    110,492 12.1  107,631 12.6   246,413 14.0 

営業利益     138,210 15.2  17,482 2.1   167,132 9.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,975 0.5  2,026 0.2   10,902 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２   36,943 4.0  53,956 6.3   77,875 4.4 

経常利益又は経常

損失（△） 
    106,242 11.7  △34,447 △4.0   100,160 5.7 

Ⅵ 特別利益 ※３   4,860 0.5  8,882 1.0   30,687 1.7 

Ⅶ 特別損失 ※4.5   2,659 0.3  4,481 0.5   39,784 2.3 

税引前中間（当

期）純利益又は純

損失（△） 

    108,442 11.9  △30,046 △3.5   91,063 5.1 

法人税、住民税及

び事業税 
  48,505     674    35,406    

法人税等調整額   351 48,857 0.0 △981 △306 △0.1 1,944 37,350 2.1 

中間（当期）純利

益又は純損失

（△） 

    59,584 6.5  △29,740 △3.5   53,712 3.0 

前期繰越利益     320,441    －     －   

中間（当期）未処

分利益 
    380,026    －     －   

                   



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 

株主資本 
評価・換
算差額等  

新株予約権 純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

その他有
価証券評
価差額金 資本準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立
金  

 繰越利益
剰余金 

平成18年６月30日残高

（千円） 
178,375 299,235 50,804 81,550 385,453 517,807 995,417 2,503 240 998,160 

中間会計期間中の変動

額 
          

特別償却準備金の取

崩 
    △5,649   5,649 － －     － 

剰余金の配当         △9,750 △9,750 △9,750     △9,750 

中間純損失         △29,740 △29,740 △29,740     △29,740 

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

            － 778 － 778 

中間会計期間中の変動

額合計（千円） 
－ － △5,649 － △33,840 △39,490 △39,490 778 － △38,711 

平成18年12月31日残高

（千円） 
178,375 299,235 45,154 81,550 351,612 478,317 955,927 3,281 240 959,449 

           

 

株主資本 
評価・換
算差額等  

新株予約権 純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

その他有
価証券評
価差額金 資本準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立
金  

 繰越利益
剰余金 

平成17年６月30日残高

（千円） 
178,375 299,235 72,558 81,550 324,611 478,720 956,330 453 240 957,024 

事業年度中の変動額           

特別償却準備金の取

崩 
    △21,754   21,754 － －     － 

剰余金の配当         △14,625 △14,625 △14,625     △14,625 

当期純利益         53,712 53,712 53,712     53,712 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額） 

            － 2,049 － 2,049 

事業年度中の変動額合

計（千円） 
－ － △21,754 － 60,841 39,087 39,087 2,049 － 41,136 

平成18年６月30日残高

（千円） 
178,375 299,235 50,804 81,550 385,453 517,807 995,417 2,503 240 998,160 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

    同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

    同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

    同左 

時価のないもの 

    同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

    同左 

(2）デリバティブ 

    同左 

  (3）たな卸資産 

① 原材料 

総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

① 原材料 

    同左 

(3）たな卸資産 

① 原材料 

    同左 

  ② 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

② 貯蔵品 

    同左 

② 貯蔵品 

    同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）は定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）は定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）は定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  建物 15～38年

構築物 15～30年

機械装置 ５～15年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ５～６年

建物 15～38年

構築物 15～30年

機械装置 ５～15年

車両運搬具 ４～７年

工具器具備品 ５～８年

建物 15～38年

構築物 15～30年

機械装置 ５～15年

車両運搬具 ４～６年

工具器具備品 ５～８年

  (2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

    同左 

(2）無形固定資産 

    同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

    同左 

(1）貸倒引当金 

    同左 

  (2）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(2）   ────── 

  

  

  

  

（追加情報） 

役員退職慰労引当金につい

ては、役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づ

く要支給額が残高となるよう

に計上しておりましたが、平

成18年９月22日開催の定時株

主総会終結の時をもって役員

退職慰労金制度を廃止し、同

株主総会において役員退職慰

労金の打ち切り支給が承認さ

れました。打ち切り支給に関

する支払時期は各役員の退任

時であるため、役員退職慰労

引当金残高26,992千円を全額

取崩し、固定負債の「長期未

払金」に計上しております。 

(2）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

    同左     同左 

５.ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例

処理の条件を充たしている場

合には特例処理を採用してお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

    同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

    同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

  (3）ヘッジ方針 

金利変動リスクの回避及び金

融収支改善のため、ヘッジ取

引を行っております。 

(3）ヘッジ方針 

    同左 

(3）ヘッジ方針 

    同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を満たしてい

る場合は、有効性の評価を省

略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

  

(1）消費税等の処理方法 

    同左 

(1）消費税等の処理方法 

    同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

 ─――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

これは、同会計基準及び同適用指針が当

事業年度より適用されることによるもので

あります。 

これにより税引前当期純利益は2,185千

円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）に基づいて

貸借対照表を作成しております。 

これは、同会計基準及び同適用指針が当

事業年度より適用されることによるもので

あります。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

997,920千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

─――――― （中間貸借対照表）  

１．「土地」は前中間会計期間末において、固定資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間末において資産の合計額の100分の５を超え

たため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「土地」の金額は、

149,491千円であります。 

２．「一年以内償還社債」は前中間会計期間末におい

て、流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

したが、当中間会計期間末において負債及び純資産

の合計額の100分の５を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間会計期間末の「一年以内償還社債」

の金額は、15,000千円であります。 

３．前中間会計期間末において、旧有限会社法に規定す

る有限会社に対する当社持分は、投資その他の資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、会社

法及び会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第２条第２項により、その持分が有価証券

（株式）とみなされることとなったため、当中間会

計期間末より投資その他の資産の「投資有価証券」

に含めて表示しております。なお、当中間会計期間

末の「投資有価証券」に含めた有限会社に対する持

分は35千円であり、前中間会計期間末の投資その他

の資産「その他」に含まれる有限会社に対する持分

は350千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
       971,045千円 1,058,486千円 924,887千円 

※２ 担保資産及び担保付債

務 

担保に供している資産は次のとお

りであります。 

担保に供している資産は次のとお

りであります。 

担保に供している資産は次のとお

りであります。 

  現金及び預金 55,050千円

建物 596,527 

構築物 1,741 

機械装置 96,612 

その他 70,497 

計 820,429 

建物 667,016千円

構築物 1,254 

機械装置 75,649 

土地 93,541 

計 837,461 

現金及び預金 30,057千円

建物 632,165 

構築物 1,458 

機械装置 84,695 

土地 108,029 

計 856,406 

  担保付債務は次のとおりでありま

す。 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

  一年以内返済予定

長期借入金 
124,796千円

未払金 21,042 

長期借入金 433,468 

長期未払金 17,535 

計 596,841 

一年以内返済予定

長期借入金 
138,800千円

未払金 17,535 

長期借入金 400,820 

計 557,155 

一年以内返済予定

長期借入金 
154,796千円

未払金 21,042 

長期借入金 483,570 

長期未払金 7,014 

計 666,422 

※３ 圧縮記帳額 国庫補助金等に係る圧縮記帳額を

各資産の取得価額から控除してお

ります。 

建物 39,440千円

機械装置 28,560 

計 68,000 

国庫補助金等に係る圧縮記帳額を

各資産の取得価額から控除してお

ります。 

建物 39,440千円

機械装置 28,560 

計 68,000 

国庫補助金等に係る圧縮記帳額を

各資産の取得価額から控除してお

ります。 

建物 39,440千円

機械装置 28,560 

計 68,000 

※４ 消費税の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債「その他」

に含めて表示しております。 

同左 ─――――― 

 ５ 偶発債務 ─――――― 債務保証 

次の関係会社について、金融機関

からの借入に対し債務保証を行っ

ております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

㈱フジコー

ユーギ 
9,444 借入債務

─――――― 

 ６ 取引銀行との特定融資

枠契約 

当社は、設備資金の迅速かつ効率

的な調達を行うため、取引銀行と

特定融資枠契約（シンジケーショ

ン方式によるコミットメントライ

ン）を締結しております。この契

約に基づく当中間期末の借入未実

行残高は次のとおりであります。  

特定融資枠契約の

総額 
1,000,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 1,000,000 

同左 

  

  

  

  

  

  

特定融資枠契約の

総額 
1,000,000千円

借入実行残高 100,000 

差引額 900,000 

当社は、設備資金の迅速かつ効率

的な調達を行うため、取引銀行と

特定融資枠契約（シンジケーショ

ン方式によるコメットミントライ

ン）を締結しております。この契

約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。 

特定融資枠契約の

総額 
1,000,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 1,000,000 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主な

もの 

受取利息 90千円

金利スワップ評価

益 

4,493 

受取利息   2千円

雇用等助成金収入  463 

金利スワップ評価

益 

203 

還付加算金 626 

受取利息 160千円

雇用等助成金収入 385 

金利スワップ評価

益 

9,277 

※２ 営業外費用のうち主な

もの 

支払利息 28,388千円

支払手数料 7,837 

支払利息 29,436千円

社債発行費 8,584 

支払手数料 10,068 

支払利息 59,136千円

社債発行費 2,800 

支払手数料 13,991 

※３ 特別利益のうち主なも

の 

役員退職慰労引当

金戻入益 
4,860千円

役員退職慰労引当

金戻入益 
8,683千円

受取補償金 16,996千円

保険金収入 6,080 

役員退職慰労引当

金戻入益  

4,860 

固定資産売却益   

機械装置売却

益 

1,523千円

車両運搬具売

却益 

1,257 

計 2,781 

※４ 特別損失のうち主なも

の 

車両運搬具売却損 172千円

土地寄付額 2,300千円

固定資産除却損    

機械装置 4,291千円

車両運搬具 190 

計 4,481 

固定資産除却損  

建物 3,446千円

構築物 531 

機械装置 9,577 

資産処分費用

他 

16,052 

計 29,608 

減損損失 2,185千円

※５    ─――――― ─――――― ─――――― 事業用資産については、管理会計

上の区分を基礎としてグルーピン

グを行っております。遊休資産に

ついては、個別の資産単位毎に把

握しております。 

その結果、遊休資産については、

正味売却価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（2,185千円）とし

て特別損失に計上しました。 

減損損失の内訳は、次のとおりで

あります。 

機械装置       2,185千円 

なお、正味売却価額については、

第三者による買取見積価格を基に

算定しております。 

 ６ 特別償却準備金 当中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当事業年度

末において予定している利益処分

による特別償却準備金の取崩しを

前提として、中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

─――――― ─――――― 

 ７ 減価償却実施額 有形固定資産 118,803千円

無形固定資産 486 

有形固定資産 137,515千円

無形固定資産 624 

有形固定資産 256,754千円

無形固定資産 1,054 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 113,916 47,546 66,369 

車両運搬具 33,582 20,855 12,726 

工具器具備品 11,586 10,098 1,487 

合計 159,084 78,500 80,583 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 110,172 63,485 46,687

車両運搬具 39,642 24,649 14,992

工具器具備品 10,578 10,422 156

合計 160,392 98,556 61,835

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械装置 110,172 54,923 55,249

車両運搬具 37,938 24,015 13,923

工具器具備品 11,586 11,156 429

合計 159,696 90,094 69,601

（注） 取得価額相当額は未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

同左 （注） 取得価額相当額は未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 25,439千円

１年超 55,143千円

合計 80,583千円

１年内 23,976千円

１年超 37,859千円

合計 61,835千円

１年内 24,436千円

１年超 45,165千円

合計 69,601千円

（注） 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。  

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

支払リース料 13,591千円

減価償却費相当額 13,591千円

支払リース料 12,800千円

減価償却費相当額 12,800千円

支払リース料 27,431千円

減価償却費相当額 27,431千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 10,291円32銭

１株当たり中間純利益

金額 
611円13銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
   530円53銭

１株当たり純資産額 9,838円04銭

１株当たり中間純損失

金額 
305円03銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 10,235円09銭

１株当たり当期純利益

金額 
550円90銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
478円76銭

  
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

純損失金額 
      

中間（当期）純利益又は純損失（△）

（千円） 
59,584 △29,740 53,712 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は純損失（△）（千円） 
59,584 △29,740 53,712 

期中平均株式数（千株） 97 97 97 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 14 － 14 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

─――― 新株引受権１種類（新

株予約権の目的となる

株式の数 普通株式

4,000株）並びに第１

回新株引受権付社債

（新株引受権の残高

24,000千円）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

─――― 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

新規事業に係る重要な事象 

当社は、平成18年２月10日開催の取

締役会決議に基づき、下記の通り新

規事業を開始いたします。 

これに関連し、新たに営業活動を行

うことを目的とした当社70％出資の

子会社を設立する予定です。 

（１）新規事業の概要 

事業の内容 

遊技機（パチンコ台、スロッ

ト台等）リサイクルに関する

企画・営業、運送・保管管理

業、リサイクルパーツの企画

販売 

設備投資額 

160百万円 

事業開始時期 

平成18年３月上旬 

（２）子会社の内容 

商号 

株式会社フジコーユーギ 

 本店所在地 

  東京都台東区 

 資本の額 

  2,000万円  

 発行株式総数 

  2,000株 

 設立時発行株式総数 

400株 

１株当たり発行価額 

5万円 

  設立年月日 

平成18年３月下旬 

─――――― ─――――― 



(2）【その他】 

     該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第33期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月25日関東財務局長に提出。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年３月23日

株式会社フジコー   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 斉藤 浩史  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小野 淳史  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社フジコーの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年７月１

日から平成17年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社フジコー及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成19年３月26日

株式会社フジコー   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 斉藤 浩史  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小野 淳史  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社フジコーの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年７月１

日から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社フジコー及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載のとおり、会社は事業区分の方法を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年３月23日

株式会社フジコー   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 斉藤 浩史  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小野 淳史  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社フジコーの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第33期事業年度の中間会計期間（平成17年７月１日

から平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社フジコーの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年７

月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成19年３月26日

株式会社フジコー   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 斉藤 浩史  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小野 淳史  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社フジコーの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日

から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社フジコーの平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７

月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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